
 

1 
 

京都市高齢者施策推進協議会 

第３回（R5.9.21） 資料３ 

第９期介護保険事業計画における介護サービス量の推計・整備等目標数の設定に係る 

各ワーキンググル―プの主な意見について 

 

No 委員からの御意見等 事務局の検討結果（案）等 

１ 

スライド１５の地域支援事業費において、「包括的支援」と

いう記載があるが、この中身が「地域包括支援センター事業」

とは中々結びつきにくいと思う。もう少しわかりやすく記載

してはどうか。また、今後９期プランの議論をしていくに当

たり、現行の８期プランを各委員にお配りしてはいかがか。 

（高齢ＷＧ） 

スライド１６に「地域支援事業」、「包括的支援事業」、「任

意事業」についての用語説明を追加しました。 

また、第３回高齢者施策推進協議会において、第８期プラ

ンを委員の皆様に配布いたします。 

２ 

スライド２６の整備等目標数について、令和８年度の介護

老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の利用者数推計が、令

和５年度末の整備数を下回っている。希望してもすぐ入れな

いという声をよく聞くので理解しがたい。（介護ＷＧ） 

国において、2012 年 6 月に閣議決定された「「一億総活躍

社会」に向けて「ニッポン一億総活躍プラン」」の中で、「介

護離職ゼロ（仕事と介護の両立ができず介護のための離職を

なくす）」の実現のために、2020 年代初頭までに全国で約 12

万人分の介護サービス基盤の前倒し整備をすることとされ

ています。 

本市においても、京都府から前倒し整備を行う総数が示さ

れており、第７期から介護離職ゼロ分の前倒し整備（※）を

行っております。 

プランの整備等目標数に従い、特養だけでなく、グループ

ホームや介護専用型特特定施設の整備を着実に進めてきた

結果、各施設・居住系サービスについては、以前よりも入所

しやすくなってきており、施設の関係者からも「空き出ても

すぐに埋まらなくなった。」という話もお聞きするようにな

っています。 
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（※）介護離職ゼロ分の前倒し整備目標数 

７期：790 名分（特養 191、ＧＨ144、特定 455） 

８期：790 名分（特養 150、ＧＨ193、特定 447） 

 

また、「施設から在宅へ」という地域包括ケアの考えの下、

小規模多機能型居宅介護や定期巡回・随時対応型訪問介護看

護のような 365 日 24 時間対応の自宅にいながら施設にいる

ような安心感を得られる地域密着型サービスも増加してき

ております。 

こうして、特養だけではなく多様な介護基盤の整備が進

み、サービスを利用する市民の選択肢も増えてきたことなど

から、要介護３以上の方に対する特養の利用割合（8 期:21%

→9 期:19.2%）が低下し、その結果、令和８年度の特養の利

用者数推計が、令和５年度末の特養定員数を下回ったものと

考えております。 

なお、令和４年度に実施した介護サービス事業者アンケー

ト調査結果では、特養（広域型及び地域密着型）の入所申込

から入所までの期間が１年未満であった方は 75.2%となって

おり、前回（令和元年度調査）の 65.4％よりも 9.8 ポイント

上昇しております。（10 年前の平成 25 年度調査と比べると

21.4 ポイント上昇（53.8％）） 
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３ 

介護離職ゼロ分とは、主たる介護者の方が離職しそうだと

いう状況があれば、優先的に入所ができるというものか。 

（介護ＷＧ） 

介護離職ゼロに向けた前倒し整備の趣旨は、介護離職しそ

うだという状況があれば優先的に入所できるというもので

はなく、仕事と介護の両立ができず介護のために離職する人

をなくすために、高齢者の利用ニーズに対応した介護サービ

ス基盤整備を前倒しして進めていくものであり、前倒し整備

を進めることで、施設への入所が必要であるにもかかわらず

自宅待機する高齢者を解消することなどを目的としていま

す。 

なお、特別養護老人ホームへの入所については、本市が定

めた入所指針に基づき、各施設において入所検討委員会が開

催されており、優先入所の評価基準により優先順位が決めら

れ、入所の必要性の高い申込者が速やかに入所できるような

仕組みにしております。 

４ 

他府県においては、介護医療院の新設を認めているところ

もある。医療と介護の両方を提供できる施設として介護医療

院は非常に有益なので、新規認可について検討していただき

たい。（介護ＷＧ） 

介護医療院は、京都府の医療提供体制の中で、「慢性期」の

医療ニーズに対応する医療・介護サービス提供体制を担うこ

ととされていることから、必要病床数と整合性を確保する必

要があり、京都府地域包括ケア構想（地域医療ビジョン）に

おける必要病床数（2025 年度）において、現状の介護医療院

の床数で必要病床数を満たしていることを確認しておりま

す。 

加えて、第一号被保険者当たりの介護医療院の定員数は、

政令指定都市の中でもトップとなっており、こういったこと

からも現状の床数からの増床は難しい状況です。 
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５ 

新たな整備を行うことにより、新たに介護の担い手が必要

となる。また、これまで医療保険を使っていた施設から介護

サービス施設に変わることで新たに担い手が必要となる場

合もある。 

どのように必要な担い手を見込み、確保していくのか。 

（介護ＷＧ） 

介護の担い手確保には介護職員等の処遇改善や社会的評

価の向上、介護の担い手の裾野の拡大や介護現場の生産性向

上が重要と考えており、中学校家庭科授業における介護職の

魅力発信、外国人介護人材が市内の介護現場において円滑に

就労・定着することを目的とした集合研修の実施、また、介

護未経験者に対する介護に関する入門的研修等の取組を引

き続き実施していくとともに、関係団体と連携・協力しなが

ら、介護の担い手の確保・育成・定着に関する取組を進めて

まいります。 
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参考資料 

 

介護サービス事業者に関するアンケート調査結果（抜粋） 

 

 

 

＜ポイント＞ 

○ 特別養護老人ホーム（広域型）については、令和４年度調査では、７６．５％が「１年未満」で入

所している。令和４年度調査では、平成２５年度調査と比較して、「１年以上」の比率が２４．９ポイ

ント低下し、「１箇月以上３箇月未満」の比率が１４．１ポイント上昇している。 

○ 認知症高齢者グループホームについては、令和４年度調査では、８６．１％が「３箇月未満」で入

所している。令和４年度調査では、平成２５年度調査と比較して、「６箇月以上１年未満」の比率が１

１．５ポイント低下している。 

○ 特定施設入居者生活介護（地域密着型含む。）については、令和４年度調査では、７１．１％が「３

箇月未満」で入所している。令和４年度調査では、平成２５年度調査と比較して、「３箇月以上」の区

分の比率が低下し、「３箇月未満」の区分の比率が上昇している。 

申込みから入所までの期間

特別養護老人ホーム（広域型） （%）

1箇月未満
1箇月以上
3箇月未満

3箇月以上
6箇月未満

6箇月以上
1年未満

1年以上 合計

平成25年度調査 ① 3.6 7.9 19.1 20.8 48.5 99.9
令和4年度調査 ② 5.2 22.0 24.2 25.1 23.6 100.1

②-① 1.6 14.1 5.1 4.3 -24.9 0.2

特別養護老人ホーム（地域密着型） （%）

1箇月未満
1箇月以上
3箇月未満

3箇月以上
6箇月未満

6箇月以上
1年未満

1年以上 合計

平成25年度調査 ① 8.2 39.2 24.6 14.2 13.8 100.0
令和4年度調査 ② 11.7 11.7 18.4 23.9 34.4 100.1

②-① 3.5 -27.5 -6.2 9.7 20.6 0.1

認知症高齢者グループホーム （%）

1箇月未満
1箇月以上
3箇月未満

3箇月以上
6箇月未満

6箇月以上
1年未満

1年以上 合計

平成25年度調査 ① 45.5 30.1 8.0 13.7 2.7 100.0
令和4年度調査 ② 51.8 34.3 8.2 2.2 3.5 100.0

②-① 6.3 4.2 0.2 -11.5 0.8 0.0

特定施設入居者生活介護（地域密着型含む。） （%）

1箇月未満
1箇月以上
3箇月未満

3箇月以上
6箇月未満

6箇月以上
1年未満

1年以上 合計

平成25年度調査 ① 22.6 24.1 18.1 17.6 17.5 99.9
令和4年度調査 ② 37.3 33.8 11.9 8.4 8.6 100.0

②-① 14.7 9.7 -6.2 -9.2 -8.9 0.1


